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生 活 基 盤 施 設 耐 震 化 等 交 付 金 の 交 付 に つ い て  

 

 

 標 記 の 交 付 金 の 交 付 に つ い て は 、 別 紙 「 生 活 基 盤 施 設 耐 震 化 等 交

付 金 交 付 要 綱 」 （ 以 下 「 交 付 要 綱 」 と い う 。 ） に よ り 行 わ れ て い る

と こ ろ で あ る が 、 今 般 、 交 付 要 綱 の 一 部 が 別 紙 新 旧 対 照 表 の と お り

改 正 さ れ 、平 成 30 年 4 月 1 日 か ら 適 用 す る こ と と さ れ た の で 通 知 す

る 。  

 な お 、 各 都 道 府 県 知 事 に お か れ て は 、 貴 管 内 関 係 団 体 等 に 対 す る

周 知 に つ き 配 慮 願 い た い 。  



別紙 

 

生活基盤施設耐震化等交付金交付要綱 

 

 

第１ 通則 

生活基盤施設耐震化等交付金（以下「交付金」という。）については、予算の

範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚

生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年 厚 生 省

労 働 省令第６号）その他の法令及び関

連通知のほか、この要綱に定めるところにより行うものとする。 

 

第２ 目的 

この交付金は、地方公共団体等が行う水道施設及び保健衛生施設等の耐震化の

取組や老朽化対策、水道事業の広域化の取組を支援することにより、国民生活の

基盤を強化し、もって公衆衛生の向上と生活環境の改善に寄与することを目的と

する。 

 

第３ 定義 

１ 生活基盤施設耐震化等交付金 

第２に定める目的を達成するため、第９に定めるところにより都道府県が取り

まとめた生活基盤施設の耐震化等に関する計画（以下「生活基盤施設耐震化等事

業計画」という。）に基づく事業又は事務の実施に要する経費に充てるため、こ

の要綱に定めるところに従い国が交付する交付金をいう。 

２ 交付対象事業 

第６に掲げる交付の対象となる事業のうち生活基盤施設耐震化等事業計画に記

載されたもの（法律又は予算制度に基づき別途国の負担又は補助を得て実施する

ものを除く。）をいう。 

３ 交付対象事業者 

都道府県から整備等に要する経費の一部の補助を受けて交付対象事業を実施す

る地方公共団体等をいう。 

 

第４ 交付対象 

この交付金の交付対象は、都道府県とする。 

 

第５ 計画期間 

生活基盤施設耐震化等事業計画の期間は、生活基盤施設耐震化等事業計画ごと

に、交付金を受けて、交付対象事業が実施される年度からおおむね５年以内とす

る。 



第６ 交付の対象となる事業  

１ 交付の対象となる事業は、生活基盤施設耐震化等事業計画に記載された次に掲

げる事業とする。 

（１）水道施設等耐震化事業 

水道施設及び保健衛生施設等の耐震化に関する事業 

（２）水道事業運営基盤強化推進等事業 

    水道事業の広域化に関する事業 

（３）官民連携等基盤強化推進事業 

    水道事業における官民連携の導入に向けた調査、計画作成等に関する事業  

（４）水道事業における IoT 活用推進モデル事業  

    IoT 技術を活用して科学技術イノベーションを指向する事業であって、厚

生労働大臣が認める事業  

２ 前項に定める事業の細目については、別に定めるものとする。  

 

第７ 交付額の算定方法  

交付対象事業に対する毎年度の交付金の交付額は、別に定める算定方法により

算出した額を合計した額とする。 

 

第８ 交付金の配分 

  都道府県は、国から交付される交付金を交付対象事業者に補助するものとする。 

 

第９ 生活基盤施設耐震化等事業計画の提出等  

１ この交付金の交付を受けようとする都道府県は、次の各号に掲げる事項を記載

した別紙様式１による生活基盤施設耐震化等事業計画を作成し、これを厚生労働

大臣に提出するものとする。  

  なお、第６第１項の（２）の事業を実施する場合は、別紙様式１の別添「都道

府県広域化計画」を添付するものとする。  

一 計画の名称  

二 計画の目標  

三 計画の期間  

四 計画の目標を達成するために必要な交付対象事業  

五 計画の期間における交付対象事業の全体事業費  

六 交付対象事業等の効果の把握及び評価に関する事項  

七 その他必要な事項  

２ 生活基盤施設耐震化等事業計画の作成に当たっては、次の各号に留意するもの

とする。  

一 計画の目標は、計画の期間内における事業等の実施によって実現しようと

する目標とすること  

二 計画の目標の実現状況等を評価するための指標（以下「評価指標」とい

う。）が定量的指標により適切に設定されており、これにより交付対象事業



の目的が適切に表現されていること  

三 計画の目標及び評価指標の設定内容に対して交付対象事業の構成が妥当で

あること  

四 交付対象事業は、一定の期間内に重点的、効果的かつ効率的に行われる必

要があると認められるものであること  

五 交付対象事業は、早期に事業効果の現れるものであること  

３ 厚生労働大臣は、都道府県から第１項の規定により生活基盤施設耐震化等事業

計画の提出を受けた場合には、当該計画の内容を確認し、適当と認めた場合に受

理するものとする。  

４ 前３項の規定は、生活基盤施設耐震化等事業計画を変更する場合に準用する。  

 

第１０  申請手続  

この交付金の交付の申請は、都道府県が、毎年度、生活基盤施設耐震化等事業

計画に定められた交付対象事業のうち交付対象事業者が交付金を充てて実施する

ものについて、別紙様式２による交付申請書に関係書類を添えて、別に定める日

までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

第１１ 変更申請手続  

この交付金の交付決定を受けた後の事情の変更により申請の内容を変更して交

付の申請を行う場合には、都道府県が別紙様式３による変更交付申請書に関係書

類を添えて、厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

第１２ 交付金の概算払い 

厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の

範囲内において概算払いをすることができる。 

 

第１３ 交付決定までの標準的期間  

厚生労働大臣は、第１０又は第１１による申請書が到達した日から起算して原

則として２月以内に交付の決定（変更交付決定を含む。）を行うものとする。 

 

第１４ 交付の条件 

この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）交付対象事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受け

なければならない。 

（２）交付対象事業がやむを得ない事由により当該年度内に完了しない場合又は交

付対象事業の遂行が困難になった場合には、当該年度の２月２０日までに別紙

様式４による報告書を速やかに厚生労働大臣に提出し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

（３）交付対象事業の遂行状況の報告について、厚生労働大臣から要求があった場

合は、速やかに状況報告書を提出するものとする。 



（４）交付対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに

当該事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械、

器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期

間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、この交付金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（５）厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（６）交付対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに

当該事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械、

器具及びその他の財産については、交付対象事業完了後においても善良な管理

者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならな

い。 

（７）交付対象事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により交付金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除額が０円の

場合を含む。）は、別紙様式５による報告書を速やかに、遅くとも交付対象事

業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに厚生労働大臣に提出しなけ

ればならない。なお、厚生労働大臣は、交付金に係る仕入控除税額があること

が確定した場合には、当該仕入控除税額の返還を命ずる。 

（８）交付金と交付対象事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式

６による調書を作成するとともに、交付対象事業に係る歳入及び歳出について

証拠書類を整理し、これを交付金の額の確定の日（交付対象事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年

間保管しておかなければならない。ただし、交付対象事業により取得し、又は

効用の増加した価格が単価５０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経

過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別

に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならな

い。 

（９）都道府県が交付対象事業に対してこの交付金を財源として補助金を交付する

場合には、（１）から（８）に掲げる条件を付さなければならない。なお、こ

の場合において、「厚生労働大臣」とあるのは都道府県知事に、「国庫」とあ

るのは都道府県に読み替えるものとする。ただし、（４）及び（８）中「厚生

労働大臣が別に定める」については、読み替えないものとする。 

（10）（９）により付した条件に基づき都道府県知事が承認又は指示する場合には、

あらかじめ厚生労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。 

（11）厚生労働大臣は、（９）により付した条件に基づき交付対象事業者に財産の

処分による収入があった場合には、その収入の全額又は一部を国庫に納付させ

ることがある。また、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の返還を命ずる。 



 

第１５ 実績報告 

都道府県は、別紙様式７による報告書に関係書類を添えて、事業の完了の日か

ら起算して１月を経過した日（第１４の（１）により事業の中止又は廃止の承認

を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して１月を経過した日）

又は翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、厚生労働大臣に提出するものと

する。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、別紙様式８による年度終了実績報告書を、

交付金の交付決定に係る国の会計年度の翌年度の４月３０日までに、厚生労働大

臣に提出するものとする。 

 

第１６ 交付金の返還 

厚生労働大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額

を超える交付金が交付されているときは、期限を決めて、その超える部分につい

て国庫に返還することを命ずるものとする。 

 

第１７ 生活基盤施設耐震化等事業計画の評価  

１ 生活基盤施設耐震化等事業計画を厚生労働大臣に提出しようとする都道府県は、

あらかじめ、次に掲げる事項について、自主的・主体的に検証を行うとともに、

第９第１項の規定に基づいて当該生活基盤施設耐震化等事業計画を厚生労働大臣

に提出するときは、当該検証の結果（以下「事前評価の結果」という。）を当該

生活基盤施設耐震化等事業計画に添付するものとする。  

（１）目標の妥当性  

（２）生活基盤施設耐震化等事業計画の効果及び効率性  

（３）生活基盤施設耐震化等事業計画の実現可能性  

なお、水道施設整備 事業の評価実施要領 （平成１６年７月１ ２日健発第

0712003 号厚生労働省健康局長通知）及び水道施設整備費国庫補助事業評価実施

細目（平成１６年７月１２日健水発第 0712002 号厚生労働省健康局水道課長通知）

に準じた事前評価を実施した事業と同等の事業内容のみを交付対象事業とする生

活基盤施設耐震化等事業計画については、当該評価の結果を本規定の事前評価の

結果として扱うことができるものとする。 

２ 都道府県は、生活基盤施設耐震化等事業計画を作成したときは、事前評価の結

果と合わせ、公表するものとする。  

３ 都道府県は、交付期間の終了時には、生活基盤施設耐震化等事業計画の目標の

実現状況等について評価を行い、これを公表するとともに、厚生労働大臣に報告

しなければならない。また、必要に応じて、交付期間の中間年度においても評価

を行い、同様に公表及び厚生労働大臣への報告を行うものとする。  

４ 前項の規定に基づき必要に応じて交付期間の中間年度に行う評価（以下「中間

評価」という。）の実施時期は、原則、中間年度の終了時とする。また、交付期

間の終了時に行う評価（以下「事後評価」という。）の実施時期は、原則、交付



期間の最終年度中又はその翌年度とする。  

５ 中間評価及び事後評価は、次に掲げる事項について行うものとする。  

（１）交付対象事業の進捗状況  

（２）事業効果の発現状況  

（３）中間評価にあっては評価指標の中間目標値の実現状況、事後評価にあっては

評価指標の最終目標値の実現状況  

（４）今後の方針  

６ 都道府県は、中間評価又は事後評価の実施に当たっては、評価の透明性、客観

性、公正さを確保するため、学識経験者等の第三者の意見を求め、又は都道府県

独自の評価制度を活用することができる。また、事業の成果を地域住民に対して

より分かり易く示すよう留意するものとする。  

７ 生活基盤施設耐震化等事業計画の事前評価、中間評価及び事後評価の実施に当

たり、評価の対象となる交付対象事業は、第６第１項の（１）のうち水道施設に

係る事業及び（２）に掲げる事業とする。  

８ 厚生労働大臣は、第３項の規定による報告を受けたときは、都道府県に対し、

必要な助言を行うことができる。  

 

第１８ 指導監督交付金  

１ 厚生労働大臣は、都道府県が事業の円滑な運営及び適正な執行を図るため、国

との連絡、交付対象事業者に対して行う指導監督、並びに生活基盤施設耐震化等

事業計画、都道府県水道ビジョン等の作成等の事務に要する経費に対して、指導

監督交付金を交付することができる。  

  ただし、都道府県水道ビジョン等の作成に要する経費については、平成 33 年

度を交付期限とする。  

２ 指導監督交付金の対象経費は、別表のとおりとする。  

３ 指導監督交付金の交付額は、次により算出するものとする。 

（１）厚生労働大臣が別に定める額と対象経費の実支出額とを比較していずれか少

ない方の額を選定する。  

（２）（１）により選定された額に２分の１を乗じて得た額を交付額とする。 

   ただし、算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、その端数は

切り捨てるものとする。 

４ 都道府県が指導監督交付金の交付を受けようとする場合は、第１０に規定する

交付申請書に別紙様式９による内訳書を添付するものとする。  

５ 交付決定を受けた指導監督交付金について、交付決定の内容を変更しようとす

るときは、第１１に規定する変更交付申請書に別紙様式９に準じた内訳書を添付

するものとする。 

６ 指導監督交付金の実績報告は、第１５に規定する報告書に別紙様式１０による

内訳書を添付して行うものとする。 

７ 第１４に定める交付の条件のうち（１）から（８）、第１６に定める交付金の

返還については、指導監督交付金手続きについて準用する。この場合において、



「交付対象事業」とあるのは事務に読み替えるものとする。 

 

第１９  監督等  

１ 厚生労働大臣は都道府県及び交付対象事業者に対し、都道府県知事は交付対象

事業者に対し、それぞれその施行する交付対象事業に関し、適正化法その他の法

令及びこの要綱の施行のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求

め、又はその施行する交付対象事業の促進を図るため、必要な勧告、助言若しく

は援助をすることができる。  

２ 厚生労働大臣は都道府県及び交付対象事業者に対し、都道府県知事は交付対象

事業者に対し、それぞれその施行する交付対象事業につき、生活基盤施設耐震化

等交付金の適正な執行を図る観点から監督上必要があるときは、その交付対象事

業を検査し、その結果違反の事実があると認めるときは、その違反を是正するた

め必要な限度において、必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。  

 

第２０ その他  

特別の事情により第７、第９、第１０、第１１、第１５、第１７及び第１８

に定める算定方法、手続等によることができない場合には、あらかじめ厚生労

働大臣の承認を受けてその定めるところによるものとする。  
 

 

 

 

 

  



 

別表 指導監督交付金の対象経費 

費  目 細  目 説  明 

人 件 費 職 員 手 当 交付対象事業の指導監督事務及び生活基盤施設

耐震化等事業計画並びに都道府県水道ビジョン

等の作成等の事務に直接従事する定数職員（地

方公務員法第22条第１項に規定する職員を含

み、管理又は監督の地位にある職員を除く。）

に対する職員手当（時間外勤務手当に限る。）

とする。 

諸 謝 金 報 償 費 生活基盤施設耐震化等事業計画の作成及び評

価、都道府県水道ビジョン等の作成等に直接必

要な検討会等を開催するため必要な報償費とす

る。 

旅 費 旅 費 交付対象事業を実施する市町村に対する指導監

督事務の実施、生活基盤施設耐震化等事業計画

の作成及び評価、都道府県水道ビジョン等の作

成等のため直接必要な旅費（本省連絡旅費、市

町村指導監督旅費、施設調査旅費、検討会等委

員出席旅費）とする。 

庁 費 賃 金 

需 用 費 

役 務 費 

委 託 料 

使用料及び賃借料 

備 品 購 入 費 

交付対象事業を実施する地方公共団体等に対す

る指導監督事務、生活基盤施設耐震化等事業計

画の作成及び評価、都道府県水道ビジョン等の

作成等の事務の実施のため直接必要な本庁の庁

費（賃金（保険料を含む。）、消耗品費、燃料

費、食料費、印刷製本費、光熱水費、通信運搬

費、筆耕翻訳料、使用料及び賃借料、委託料、

備品購入費（取得金額15万円以上のものについ

ては、あらかじめ厚生労働大臣に協議して承認

を得たものに限る。））とする。 

 


